
☆改正ＳＯＬＡＳ条約等の保安措置

☆便宜置籍船から海上保安庁への通報

☆航行警報・ホームページでの情報提供

☆船員供給国等対象の海賊対策セミナー

船舶の自主警備対策の強化のための環境整備

国際的協力体制の拡充

☆マ・シ海峡に関するＩＭＯ会議（2005.9　ジャカルタ）
☆国際交通セキュリティ大臣会合（2006.1　東京）

☆アジア海賊対策地域協力協定の早期発効

☆アジア海賊情報共有センターの体制作り

☆アジア海上保安機関ハイレベル会議

海賊・海上武装強盗対策（中間とりまとめ） 海賊・海上武装強盗対策推進会議

HELP
!

国際会議連携・協力

保安措置

ＨＰでの情報提供

航行警報

通報

沿岸国取締能力の向上

☆海上保安庁と沿岸国との連携訓練

☆インドネシアへの巡視艇供与の協力

海上保安機関への支援

連携訓練

１

海保

沿岸国

☆日ASEAN交通連携等国際連携の場の活用

☆東南アジアにおけるコーストガード設立構想等の支援



日本籍船

便宜置籍船

船舶管理会社

ＣＳＯ（船舶保安統括者）
（日本政府が監督指導）

ＣＳＯ
（便宜置籍国政府等が監督指導）

海上保安庁

便宜置籍国政府

沿岸国政府

航行中の船舶

分析的な
情報の提供

ホームページＳＳＡＳ（船舶警報通報装置）通報（義務）

船舶の自主警備対策の強化のための環境整備

ＳＳＡＳ通報（義務）

通報

通報

ＳＳＡＳ通報（義務）

ＳＳＡＳ通報
（通報を受け取らない
便宜置籍国政府有り）

通報

ＳＳＡＳ通報

通報

通報

航行警報

通報

２

運航会社
（日本船社）

運航会社、船舶管
理会社、海上保安
庁間の情報交換の
体制の確保を促す

通報

海上保安庁への
直接連絡を指示



３

沿岸国取締能力の向上

フィリピン
コーストガード
（PCG）マレーシア

海上法令執行庁
（MMEA）

インドネシア
海上治安調整機構
（BAKOLKAMRA）

巡視船・航空機の派遣
連携訓練

JICA専門家の派遣

海上保安大学校への
留学生受け入れ

海上犯罪
取締研修



４

●

アジア海賊情報共有センター
の体制作り
シンガポール

●

セキュリティ・航行安全に関する会議
（ＩＭＯ主催）

２００５年９月・ジャカルタ

アジア海賊対策地域協力協定の早期発効

アジア海上保安機関
ハイレベル会議の開催

●

国際交通セキュリティ大臣会合
２００６年１月・東京

国際的協力体制の拡充

日ASEAN交通連携等
国際連携の場の活用


